
 

東海再処理施設の廃止措置計画の概要 

 

 

１ 廃止措置計画の概要 

○ 放射性物質を取り扱う施設について，汚染された機器の撤去，建家の汚染除去等

による管理区域解除までの計画を取りまとめており，これらに約 70年の期間が必要

となる見通しである。 

 ○ 放射能レベルの高い液体状の放射性廃棄物に伴うリスクの早期低減（ガラス固化）

を当面の最優先課題とし，これを安全･確実に進めるため，施設の高経年化対策と新

規制基準を踏まえた安全性向上対策を重要事項として実施している。 

 ○ 今後使用しない分離精製工場等の４施設については先行して廃止措置へ移行する

ものの，設備等が汚染されていることから，当面は設備等の洗浄や除染を行い，機

器解体は 2029年以降に行う計画である。 

 ○ 廃止措置の全期間にわたる詳細な工程や方法等を具体的に定めることが困難であ

ることから，今後詳細を定めることができたものについて逐次廃止措置計画の変更

申請を行う予定である。 

 

 

２ 廃止措置計画の進め方 

  約 70年間の廃止措置計画は，高放射性廃液の処理等のリスク低減の取組み，主要施

設の廃止，廃棄物処理・廃棄物貯蔵施設の廃止の順に進めている。 

 



３ 再処理施設の廃止措置の特徴 

  再処理施設の廃止措置は国内初の取組みであり，原子力発電所の廃止措置を参考に

しつつ，海外の先行施設との国際協力にも取り組んでいる。 

 
 

４ 施設のリスク低減に向けた最優先課題 

  当面は，リスクを速やかに低減させるため，４つの取組みを最優先で進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


